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外交は変えた
軍事の実態は変わらない

「核の傘」脱却のチャンスは拡大

3つのNPR
　私の机の上に米国の3つの「核態勢見直し」（NPR）が並ん
でいる。冷戦終結を踏まえて出されたクリントン大統領の
NPR（94年9月、ペリー国防長官）、対テロ戦争に突入した
ブッシュ大統領のNPR（01年12月1、ラムズフェルド国防長
官）、プラハ演説によって変化を期待されたオバマ大統領の
NPR（10年6月、ゲイツ国防長官）の3つである。
　今回のNPRを読み終わった後に、3つのNPRが公表された
ときに使われたスライドのコピーを並べて比べてみた。何
と似通った議論を延々としているのだろう、と思う。時代、時
代によって対策の重点は異なる。しかし、核抑止論への信仰
と核兵器への依存症は根本的に変わらずに続いている。と
りわけ印象深いのは、どのNPRも核兵器の役割を低減させる
ことを謳い、同時に将来の不測の事態に備えて、急速に核戦
力を復活させる選択肢について述べていることである。
　これでは「核兵器のない世界」はいつまで経ってもやって
来ないだろう。
　NPR作成者にとって核兵器への恐怖は国家利益の損失へ
の恐怖とほとんど同義語であり、それから逃れる手段は相
手より強い核兵器を保有することであるという思考から
彼らは抜け出すことができないのだ。しかし、その思考が実
は、核兵器の拡散や核兵器を用いたテロリズムの脅威を招
き寄せ、核兵器への恐怖を再生産している。「核兵器のない
世界」に向かって行動することを誓ったプラハ演説を踏ま
えて出された今回のNPRにおいても、残念ながら、この自明
の悪循環から抜け出すことができなかった。

　しかし、どのNPRも「核兵器の役割を低減する」と言わざ
るを得ないのはなぜだろう。その理由を考えておく価値が
ある。それは、NPR作成者が、核不拡散条約（NPT）第6条の核
軍縮義務を履行している姿勢を示すことが必要だと感じて
いるからである。アリバイ作りのためであっても。
　その意味では法の支配が作用している。そして、この法の
支配を迫る国際的な圧力の源泉は、核兵器は忌避すべき非
人道兵器であるという現代文明社会の規範力なのだ。
　このような基本認識を前提に、今回のNPRの内容の要点
を解説したい。報告書の要約部分が3～8ページに全訳され
ている。

何のための核兵器? 
　NPRは、「核兵器が存在する限り、核兵器の基本的な役割
は米国、同盟国、パートナーへの核攻撃を抑止することであ
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今号の内容

特集：米「核態勢見直し」（NPR）
　終わりなき「核兵器依存」
　 【資料】報告書＜要約＞（全訳）

【資料】国連事務総長の列国議会への書簡
〔連載〕いま語る―31
 笹森恵子さん（在米被爆者）
 5月1日号は休みます。次号は5月15日合併号です。

長く待たれたオバマ政権による「核態勢の見直し」（NPR）が4月6日に発表された。「核兵器の
ない世界」への道に弾みをつけることが求められたが、その期待に応えるものにはならな
かった。核不拡散・核テロを正面に押し出したことがこのNPRの特徴である。核兵器の役割
を縮小し通常兵器とミサイル防衛が強化されるが、核兵器は安全保障の頂点に君臨し続け
る。核兵器廃絶の原理を立て直すことにこそ日本の役割がある。
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る。米国、同盟国、パートナーへの核攻撃を抑止することが
米国の核兵器の唯一の目的になるように、米国は通常兵器
の能力を強化し、核兵器以外の攻撃に対する抑止における
核兵器の役割を継続して減らせる」と述べている2。
　つまり、日豪委員会（ICNND）報告書が要求し、岡田外務大
臣も関心があると米国に伝えていた3「核兵器の唯一の目的
は核兵器に対する抑止に限定する」という「唯一の目的」論
は、将来の課題として先延ばしにされ、NPRでは採択されな
かった。のみならず、「唯一の目的」が実現されるためには通
常兵器が核兵器を代行できることが必要だという考え方が
述べられた。これは、はなはだ貧しい発想であり、NPRは「核
兵器のない世界」の平和を、今と変わらぬ軍事支配の姿でし
か描けないでいることを示している。
　通常兵器による抑止力として述べられているのは、ミサイ
ル防衛が不可欠の要素として述べられているのみならず、
長距離弾道ミサイルに通常弾頭を搭載することも考えてい
る（英文28ページ）。後者は、すでに以前から議論されてき
た即発グローバル・ストライク（PGS）であり、大陸間弾道弾

（ICBM）に通常弾頭を装備した初期発射実験が5月にも行わ
れるという報道がある4。ロシアのメドベージェフ大統領は
ヘルシンキ演説でこのような考え方を強く批判していた5。

非核国に核攻撃しない?
　今回のNPRにおいて、米国は非核国に対しては核攻撃を
しないという「消極的安全保証（NSA）」を強化したのだろう
か？これに関しては一つの前進と二つの後退があった。
　米国は、すでに95年4月5日の安保理声明によってNPT加
盟の非核兵器国に対しては、核攻撃をしないと約束してい
た。しかし、その時には非核国であっても核兵器保有国と手
を組んで米国や同盟国への攻撃に加わっている場合は例外
とするという条件が付いていた。今回、その条件を取り払っ
た。その意味では一歩前進であった。
　しかし、今回のNPRでは、NPT加盟国であるという条件だ
けでは不十分であり、NPTを遵守している国のみをNSAの対
象とするという条件が加わった。今はイランやシリアを想
定してのことと考える者が多いだろうが、一体誰がNPTを
遵守しているかどうかを決めるのだろうか。米国の一方的
判断で核攻撃の対象となる可能性が生まれたことになる。
これは一つの後退である。もう一つの後退はNPTとは無関
係の条件が設定されたことである。すなわち、生物兵器の急
速な発展を予測し、生物兵器に関する緊急事態において核
兵器使用の可能性を残すことが述べられている。
　関連して、核兵器保有国に対して米国はどんな場合に核
兵器を使うのだろうか？すでに述べたように、NPRは「唯一
の目的」論を時期尚早としているわけであるが、さらに具体
的に次のように述べている。
　「核兵器保有国やNPTを遵守していない国の場合、数少な
い緊急時であるが、米国、同盟国、およびパートナーに対す
る通常兵器や化学兵器、生物兵器による攻撃を抑止するた
めに核兵器が役割を果たす可能性が今なお存在するであろ
う。」（英文16ページ）

驚くべき冷戦思考の継続
　NPRを読んだ後に残るもっとも大きな驚きと失望は、核
戦略の3本柱6にまったく変更が加えられず、発射警戒態勢
の継続が再確認されたことである。オバマ大統領は、米国の
強固な核兵器コミュニティの聖域に立ち入ることができな

かったという厳しい現実がここにある。
　百歩譲って、米国が核攻撃を受けたときに報復攻撃能力
を維持することが核抑止のために必要だとしよう。ロシア
や中国と全面核戦争をする可能性が極めて小さい今、たと
えば、生き残りがもっとも可能な潜水艦発射弾道ミサイル
を保有することだけで十分だと考えられる。しかし、NPRは
くどくどと次のように説明する。
　潜水艦発射弾道ミサイル（SLBM）は今は生き残りに心配
がないが、将来どのような脅威が現れるか分からない。その
ためには、安定したICBMを保持し続けることが必要だ。ま
た、SLBMやICBMは相手の目に見えるところに配備するこ
とができないが、爆撃機にはそれができる。だから警告によ
る抑止の強化や同盟国への安心感を与えるのに役立つ。
　このような議論のすえに、NPRは3本柱の長期的維持のた
めの計画を示している。戦略原潜は老朽化しており2027年
には現行のものの退役が始まる。国防長官はその更新のた
めの開発を開始することを海軍に命じた。ICBMも現行のミ
ニットマンⅢの2030年までの寿命延長に取りかかる。同時
に新しいICBMの研究にも取りかかる。核能力を持つ爆撃機

（B52H、B2）は通常爆弾との両用兵器として維持し続け、同
時に核爆弾の寿命延長・近代化にも全面的に取り組む。
　また、戦術核兵器に関しては、予定通り海洋発射核巡航ミ
サイル・トマホークの退役を決定したものの、戦術核爆弾
B61の寿命延長・近代化を進める。同時に、現在のF16戦闘機
の後継機となるF35統合攻撃戦闘機にも核能力を持たせる
という方針を初めて明言した。
　このように、米軍の日々の核戦争態勢にほとんど変化は
生まれないし、長期保有の計画も変らない。

「核の傘」脱却の道は広がった
　軍の核態勢が変わらない中で、今回のNPRで見逃してな
らないのは、「核兵器のない世界」に向かおうという外交姿
勢を繰り返し確認している点である。とりわけ、拡大抑止

（核の傘）に関して、関係する同盟国との協議を重視する方
針を明らかにしている。そして、「地域的な安全保障構造

（アーキテクチャー）の非核要素を強化することは、『核兵器
のない世界』に向かって進むのに極めて重要である」（英文
33ページ）と述べている。さらに重要なことに、非核要素と
しては、前述したような通常兵器という軍事要素に留まら
ない包括的な構想が述べられている。
　「米国は、合衆国、同盟国、パートナーの持っているハー
ド・パワーとソフト・パワーのみならず『全政府』手段を十分
に統合した、改善された平時のアプローチを追求する。」（英
文28ページ）
　日本は、米国の個々の政策に惑わされず、「被爆国」という
ユニークなソフト・パワーを強く発揮して、まずは「核の傘」
から脱却することを、正面切って米国と話し合うべきであ
ろう。
　核兵器に出番を作る可能性のある政策から、日本は一日
も早く脱却すべきである。（梅林宏道）

注
1　議会提出は01年12月末であったが、公表されたのは02年1月であったの

で、02年NPRと呼ばれることもある。
2　国防総省「核態勢見直し」スライド（10年4月6日）
3　本誌346号（10年2月15日）
4　クライク・ホィットロック「ワシントン・ポスト」（2010年4月8日）
5　本誌327-8号（09年5月15日）
6　大陸間弾道ミサイル（ICBM）、潜水艦発射弾道ミサイル（SLBM）、戦略爆撃

機（核爆弾、空中発射核巡航ミサイルを発射）の3つ。
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　2009年4月のプラハでの演説において、オバマ大統領は
21世紀における核の危険に焦点を当て、これら深刻で増大
しつつある脅威に打ち勝つために、合衆国は核兵器のない世
界の平和と安全を追求すると宣言した。大統領はこのような
野心的な目標はすぐには―その言葉を借りれば、自らの生き
ている間には―達成できないであろうことを認めた。しかし
大統領はこの目標に向けて、核兵器の数と合衆国の国家安全
保障戦略における核兵器の役割の縮小を含む具体的な措置
をとるとの決意を明らかにした。同時に大統領は、核兵器が
存在する限り、合衆国は、潜在的敵国を抑止するとともに同
盟国及び安全保障パートナーに合衆国の安全保障コミット
メントが信頼しうるとの安心を提供するため、安全、安心で
効果的な保有核兵器を維持すると誓約した。

　2010「核態勢見直し（NPR）」は、核の危険を減少しつつ核
兵器のない世界という目標を追求することと同時に、より
広範な合衆国の安全保障上の利益を増進するための大統領
の政策課題を促進する政権の方針の大枠を示すものである。
NPRには、大統領の安全保障における優先課題と、2010「4
年毎の国防見直し」（QDR）によって示された、それらを支え
る戦略目標が反映されている。

　本NPR報告書は、国際安全保障環境の基本的な変化を述べ
た後、我々の核兵器政策及び態勢における5つの主要目標に
焦点を当てる：
1．核拡散及び核テロリズムを防止する。
2．合衆国の国家安全保障戦略における核兵器の役割を縮
小する。

3．縮小された核戦力によって戦略的抑止及び安定を維持
する。

4．地域的な抑止を強化し、同盟国及びパートナーに改め
て安心を提供する。

5．安全かつ安心で、効果的な保有核兵器を引き続き保持
する。

　NPRの一義的焦点は今後5年から10年の間にとるべき措
置に置かれているが、同時に、より長期的な核戦略及び態勢
に向かう道筋もまた考慮されている。合衆国と同盟国、パー
トナーの安全を確保しつつ核の危険の縮小に向けて前進し
つづけるためには、今後の政権交代によっても揺るぐことの
ない取り組みが求められる。したがって将来にわたって持続
可能なコンセンサスを形成することが緊要である。

変化した、今も変化しつつある、国際安全保障環境

　冷戦終結後、国際安全保障環境は劇的に変化した。世界的
核戦争の脅威は遠のいた。しかし、核攻撃の危険は高まった。
　
　オバマ大統領が明らかにしたように、今日における最も差
し迫った、極限的な危険は核テロリズムである。アルカイダ
とその同盟者の過激派たちは核兵器を欲している。一度彼ら
が核兵器を手に入れたならば、彼らはそれらを使うであろう
と考えておかねばならない。世界中に存在する核物質は窃盗
や強奪に対して脆弱であり、機微な機器や技術は核の闇市場
をとおして入手可能である。その結果、テロリストが核兵器
を作るために必要な物を手にする危険は深刻なレベルにま

で高まっている。

　もう一つの差し迫った脅威は核拡散である。米国及び同盟
国とパートナー、そして幅広い国際社会と対立関係にある国
家が新たに核兵器を入手する可能性がある。北朝鮮とイラン
は、核への野望を果たすために、不拡散義務に違反し、国連安
全保障理事会の要求を無視して、ミサイルによる運搬能力を
追求しつつ、彼らが作り出した国際的危機を外交的に解決す
るための諸努力に抵抗してきた。彼らの挑発的行動は、周辺地
域に不安定をもたらし、近隣諸国が自ら核抑止力を選択する
ような圧力をうみだす。北朝鮮、イランその他による不拡散軌
範の継続的な不履行は、核不拡散条約（NPT）を弱体化させ、合
衆国及び国際社会の安全に悪影響をもたらすであろう。

　核テロリズムと核拡散という喫緊の増大する脅威に直面
する一方で、合衆国は現存する核兵器国、とりわけロシアと
中国との戦略的関係の安定を確保するという、慣れ親しんだ
課題に取り組まねばならない。ロシアは、合衆国と拮抗する
核兵器能力を持つ唯一の国である。しかし、冷戦時に比して、
米ロ関係は根本的に変化した。二国間の政策上の相違は依然
として存在し、ロシアは強力な核戦力の近代化を継続してい
る。しかし、ロシアと合衆国はもはや敵同志ではなく、軍事対
決の可能性は劇的に減少した。両国は核テロリズムと核拡散
防止を含む、共通の利益に資する分野における強力を強めて
いる。

　合衆国と中国は、相互依存を深めており、大量破壊兵器
（WMD）の拡散と対テロリズムといったグローバルな安全保
障課題への対処における共通の責任を拡大しつつある。その
一方で、中国に隣接するアジア諸国と合衆国は、保有核兵器
の量的・質的近代化を含む中国の軍近代化に引き続き懸念を
抱いている。中国の保有核兵器数はロシア及び合衆国のそれ
に比べてはるかに少ない。しかし、核計画の速度と範囲、さら
にはそれらの指針となる戦略やドクトリンといった、中国の
核計画をとりまく透明性が欠如しているため、中国の将来の
戦略的意図について疑問が持ち上がっている。

　以上のような核の脅威における環境の変化によって、合衆
国の核への関心と戦略目標の優先順位は変わった。今後数年
間、我々は新しい核能力保有国の出現とテロリスト集団によ
る核爆弾もしくは核爆弾製造用物質の入手の防止を最優先

核態勢見直し（NPR）報告書　2010年4月 国防総省
 要約（全訳）

核態勢見直し報告書＜目次＞
● 前書き
● 要約（本号に全訳）
● はじめに
● 変化した、今も変化しつつある核安全保障環境
● 核拡散と核テロリズムを防止する
● 核兵器の役割を縮小する
● 削減された核戦力のもとで戦略的抑止と安定を維持する
● 地域的抑止力を強化し同盟国とパートナーに改めて   
   安心を提供する
● 安心、安全で有効な保有核兵器を維持する
● 将来を見据える：核兵器のない世界に向かって

資料
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課題としなければならない。同時に我々はロシア、中国との
戦略的関係の安定を維持するとともに、新たな核武装国の登
場に対抗することによって、合衆国と同盟国及びパートナー
を核の脅威もしくは脅迫から守るとともに彼ら自身の核抑
止力追求の誘因を減少させなければならない。

米国の核兵器政策及び戦力態勢への影響

　我々が、二極軍事対決の冷戦時代から引き継いだ膨大な保
有核兵器は、核兵器を志向する、自滅的なテロリストや非友
好的な国家体制による挑戦に対処するには適していない。
従って、我々の核兵器政策と態勢は、核テロリズムと核拡散
の防止という最優先課題に適したものへと再編されなけれ
ばならない。

　これは、我々の核抑止力が時代遅れであるということを意
味しない。事実、核兵器が存在する限り、合衆国は安全、安心
で、効果的な核戦力を維持しつづけるであろう。これら核戦
力は潜在的敵国を抑止し、世界中の同盟国及びパートナーに
改めて安心を提供するための不可欠な役割を引き続き果た
すであろう。

　しかし、合衆国の通常軍事能力の比類なき成長、ミサイル
防衛における重要な進歩、そして冷戦時代の敵対関係の緩和
を含む国際安全保障環境の根本的な変化の結果、上記の戦略
目標は従来よりもはるかに少ないレベルの核戦力と、縮小さ
れた核兵器の役割によって達成することが可能である。した
がって、我々は、伝統的な抑止及び安心の確保という目標を
損なうことなく、最も差し迫った安全保障上の挑戦に合致す
るよう核兵器政策と核戦力態勢を形成することができる。

● 合衆国の核兵器の役割と数を縮小する―すなわち、核軍
縮を前進させるというNPT第6条の下での義務に従う―
ことによって、我々は不拡散レジームの再強化と世界中
の核物質の保安を確立するための措置への参画をNPT
加盟諸国に促しうる、より強い立場を確立することがで
きる。

● 信頼性ある核抑止力の維持及びミサイル防衛、その他の
通常軍事能力による地域的安全保障構造 （アーキテク
チャー）の強化によって、我々は世界中の核兵器を持た
ない同盟国、パートナーに対する安全保障公約を再確認
するとともに、それら諸国が自らの核抑止力を必要とし
ないことを確認することができる。

● 合衆国の核兵器の寿命を延長するための確固とした備
蓄核兵器管理プログラムを遂行することによって、新し
い核兵器の開発や核実験なしに安全、安心、かつ効果的
な抑止力を確保することができる。

● 老朽化した核施設の近代化と人的資源への投資によっ
て、技術的もしくは地政学的な突発事態に備えるために
確保する核兵器の数を著しく減少させることが可能と
なり、退役核弾頭の解体を加速し、他国の核活動に関す
る知見を改善することが可能となる。

● ロシア及び中国との戦略的関係の安定化と透明性、相互
信頼の向上によって、核兵器のない世界へと進むための
条件整備と核拡散及び核テロリズムに対処するための
基盤を強化することが可能となる。

● 国際問題における核兵器の重要性を減じ、核兵器廃絶へ
と段階的に進むことによって、核兵器保有国が存在する
世界に住むことを宿命視する考えを逆転させ、将来の不
確定さに備えるために自ら核オプションを手にしようと
考える国々にとっての誘因を減少させることができる。

核拡散及び核テロリズムの防止

　核兵器のない世界に向けた努力における不可欠の要素と
して、合衆国はグローバルな核不拡散レジームの再建と強化
のための国際的努力の拡大を主導する。そして2010NPRは、
これを初めて 合衆国の核政策における最優先事項とする。
我々が核の崖っぷちに近づいているとの危機感が高まって
いる。それは、今日の危険な傾向に歯止めをかけ、逆転させな
ければ、我々は、遠からず核武装国が着実に増加し、テロリス
トが核兵器を手にする世界に住むことになるだろうという
危機感である。

　核拡散と核テロリズムを防止するための合衆国のアプ
ローチには、3つの要素がある。第1に、我々は北朝鮮とイラ
ンの核の野望を挫き、IAEA保障措置とその遵守を強化し、核
の闇取引を阻止し、拡散リスクの拡大無しに核の平和利用を
促進することによって、NPTを中心とする不拡散レジーム
の強化を追求する。第2に、我々は世界中のすべての脆弱な核
物質の保安を4年以内に確立するとしたオバマ大統領のイニ
シャティブの履行を加速する。

　そして第3に、我々は、新戦略兵器削減条約（新START）、包
括的核実験禁止条約（CTBT）の批准と発効、そして検証可能
な核分裂性物質生産禁止条約の交渉を含む、軍備管理の努力
を遂行する。これらは、不拡散レジームと核物質の世界的保
安を強化するために必要な措置に対する広範な国際的支持
を勝ちとるための我々の力を強化する手段である。

　わが政府のイニシャティブには以下が含まれる：

● グローバル脅威削減イニシャティブ（GTRI）、 国際核物
質防護及び協力プログラムの加速を含む世界中の脆弱
核物質の保安確立のためのオバマ大統領のイニシャ
ティブを積極的に推進する。これにはエネルギー省の
2011会計年予算における核不拡散プログラムへの27
億ドル支出増（25%以上）が含まれる。

● 不法な拡散ネットワークを寸断し、核物質の密輸を阻止
するための国家的及び国際的能力を向上させ、テロリス
トの核爆発デバイスに使用され、もしくは使用されよう
としている核物質の出所を特定する能力を向上させる、
核鑑識能力の拡大を継続する。

● 核兵器のない世界へと前進し続けることを支援する、検
証技術の研究強化や透明化措置の開発を含む包括的研
究開発プログラムを立ち上げる。

● 大量破壊兵器を入手したり使用したりしようとするテ
ロリストの努力を、手助け、資金援助、もしくは専門知識
や安全地帯の提供によって、支援もしくは幇助するすべ
ての国家、テロリスト集団もしくは他の非国家主体に対
して、合衆国は全面的に責任追求を行うとの誓約を再確
認する。

合衆国の核兵器の役割を縮小する

　過去数十年間にわたり、合衆国は国家安全保障及び軍事戦
略における核兵器の役割を大幅に縮小してきた。しかし現段
階においてさらになすべきこと、できること、がある。

　核兵器が存在する限り継続する合衆国の核兵器の基本的
役割とは、合衆国、同盟国及びパートナーに対する核攻撃を
抑止することである。
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　冷戦期においては、米国はソ連及びワルシャワ条約機構の
同盟国による大規模な通常攻撃に対する反撃に核兵器を使
用する権利を留保していた。さらに、合衆国が国際諸条約に
従い自らの化学・生物兵器（CBW）を放棄した後においては合
衆国、同盟国及びパートナーに対するCBW攻撃を抑止するた
めに核兵器を使う権利を留保していた。

　冷戦終結後、戦略環境は根本的に変化した。合衆国の通常
軍事力の圧倒的優位、ミサイル防衛能力のたえざる向上、
CBWの効果を低減する能力の向上によって、非核―通常、化
学、生物―攻撃の抑止における核兵器の役割は大幅に縮小さ
れた。合衆国は引き続き非核攻撃の抑止における核兵器の役
割を縮小してゆくであろう。
　さらに合衆国は、NPTに加盟し不拡散義務を遵守してい
る非核兵器国に対して、核兵器の使用も使用の威嚇も行わな
いことを宣言することによって、長期わたって続けてきた

「消極的安全保証」を強化する用意がある。

　この安全保証の強化は、NPTを全面的に遵守することに
よって得られる安全保障上の利益を裏書きし、NPTに加盟
する非核兵器国に対して、米国及び他の関係諸国とともに不
拡散レジームの強化のために協働するよう促すことを意図
するものである。

　このように安全保証を強化するにあたって、合衆国は安全
保証を提供される資格を有しながら化学生物兵器を合衆国
もしくは同盟国及びパートナーに対して使用する国は、通
常兵器による熾烈な反撃を受ける可能性に直面するであろ
うこと、また国家指導者もしくは軍司令官を問わず、このよ
うな攻撃に責任を有するいかなる個人の責任も全面的に問
われるであろうことを合衆国は断言する。生物兵器の破滅的
な潜在能力とバイオ・テクノロジーの急速な進歩を考えたと
き、生物兵器の脅威の進化と拡散、そしてその脅威に対する
合衆国の対処能力が要求する場合には、合衆国は前記安全保
証に必要な変更を加える権利を留保する。

　合衆国の核兵器は、ごく限られた非常事態において、上記
の安全保証の対象から除外される国――すなわち核兵器を
保有する国、及び核不拡散義務を遵守しない国――による合
衆国もしくは同盟国及びパートナーに対する通常攻撃もし
くは化学・生物兵器攻撃を抑止する役割を果たす可能性があ
る。したがって、合衆国は現段階においては、核攻撃の抑止を
核兵器の唯一の目的とするという普遍的な政策を採用する
用意はない。しかし、合衆国は、このような政策を安全に採用
できるような条件を確立するために努力するであろう。

　しかし、これは新しい安全保証の対象とならない国々に対
して核兵器を使用するという我々の意思の高まりを意味す
るものではない。強調したいのは、合衆国は、合衆国もしくは
同盟国及びパートナーの死活的な利益を守るという極限的
な状況においてのみ核兵器を使用するであろうということ
である。過去65年以上つづいてきた核兵器不使用の記録をさ
らに更新することこそが、合衆国とすべての国にとっての利
益である。

　したがって、NPRの主要な結論には以下が含まれる：

● 合衆国は、核兵器の唯一の目的を合衆国もしくは同盟国
及びパートナーに対する核攻撃の抑止に限定すること
を目指しつつ、通常兵器能力の強化を継続し、非核攻撃
の抑止における核兵器の役割を縮小しつづけるであろ

う。
● 合衆国は、合衆国もしくは同盟国及びパートナーの死活

的な利益を守るという極限的な状況においてのみ核兵
器の使用を考慮するであろう。

● 合衆国は、NPTに加盟し不拡散義務を遵守している非
核兵器国に対しては、核兵器の使用もしくは使用の威嚇
を行わないであろう。

削減された核戦力レベルにおいて
戦略的抑止と安定を維持する

　冷戦終結以降、米国とロシアは作戦配備の戦略核兵器を約
75%削減してきたが、いまだ両国とも抑止に必要とする以上
の数の核兵器を保有している。政権は、大幅に削減された戦
力レベルにおける安定性の確保に向けてロシアと協力する
ことを誓約する。

新START
　このプロセスの次の一歩は、すでに失効した1991年の第1
次戦略兵器削減条約（STARTⅠ）を新たな検証可能な条約、す
なわち新STARTに置き換えることである。NPR策定に向け
た初期段階の作業は、この新START交渉における米国の立場
を確立し、新条約が規定する削減に照らしていかなる戦力構
成が可能であるかを検討することにあった。NPRは次のよ
うな結論に達した：

● 米国の戦略的運搬手段、すなわち大陸間弾道ミサイル
（ICBM）、潜水艦発射弾道ミサイル（SLBM）、核搭載可能
な重爆撃機をSTARTⅠレベルから約50%削減し、また、
条約上の削減義務を負う 戦略核弾頭をモスクワ条約レ
ベルから約30%削減しても、安定した抑止を維持するこ
とは可能である。

● NPRの分析に基づき、米国は、新STARTの条約上の義務
を負う戦略核弾頭数の上限を1550発、 配備戦略運搬手
段の上限を700基（機）とすること、また、配備及び非配
備の戦略発射装置数の合計の上限を800基（機）とする
ことでロシアと合意した。

● ICBM、SLBM、核搭載可能な重爆撃機で構成される米国
の核の三本柱は新STARTにおいても維持される。

● 安定性の増大をめざし、すべての米国のICBMには、一基
に搭載される核弾頭数を一発とする「非多弾頭化」措置
が講じられる。

● 米国の地域的抑止ならびに安全の再保証という目的へ
の非核システムの寄与は、ミサイル防衛に対する制限を
回避し、重爆撃機や長距離ミサイルシステムを通常兵器
に使用する選択肢を維持することによって保持される。

大統領の決定時間を最大化する
　NPRは、現在の米戦略部隊の警戒態勢――重爆撃機の常時
警戒態勢は解除され、ほぼすべてのICBMが警戒態勢に置か
れ、また、いかなる時にも相当数の戦略原子力潜水艦（SSBM）
が海洋に出ている――が当面維持されるべきであると結論
づけた。NPRはまた、事故、無認可の行動、誤認識などによる
核発射の可能性をいっそう低下させるとともに、核兵器使用
を許可するか否かの検討において大統領に与えられる時間
を最大化するべく引き続き努力がなされるべきであると結
論づけた。重要な措置には以下が含まれる：

● すべてのICBMならびにSLBMについて、「外洋に向けた
標的設定」 の実施を継続する。これにより、万一の無認
可あるいは偶発的発射の際にミサイルは外洋に着弾す

米NPR2010（要約）
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る。また、ロシアにこの慣行に対する誓約を再確認する
よう求める。

● 核危機における大統領の決定時間を最大化するよう米
国の指揮統制システムをいっそう強化する。

● 生き残りの可能性 を強化し、即時発射の誘因をさらに
低減するようなICBM基地の新しい様態を探求する。

戦略的安定性の強化
　ロシアと中国が現在自国の核能力の近代化を行い、さらに
は両国がともに米国のミサイル防衛や通常軍備のミサイル
計画を不安定化要因と主張している中、これら2国との戦略
的安定性を維持することが今後の重要な課題である。

● 米国は、さらなる安定性、柔軟性、透明性を伴った戦略的
関係を促進することをめざし、ロシア及び中国と戦略的
安定性に関するハイレベルの二国間対話を追求してゆ
く。

　米国にとって、ロシアとの戦略対話は、米国のミサイル防
衛及び将来におけるいかなる米国の通常兵器搭載長距離弾
道ミサイルシステムも、新たに浮上した地域的脅威への対処
を目的に設計されたものであり、ロシアとの戦略バランスに
影響を与えることを意図したものではないことを説明する
機会となる。また、ロシアの側においては、近代化計画につい
て説明し、現在の軍事ドクトリン（とりわけ核兵器の重要性
をどのように位置づけているのか）を明確にし、国境から離
れたロシア国内の少数の安全な施設に非戦略システムをま
とめているといったような、同国の非戦略保有核兵器に対す
る西側諸国の懸念を緩和するためにとりうる諸措置につい
て議論する機会となる。

　他方、中国との戦略的安定性に関する対話の目的は、双方
とって、相手側の核兵器ならびに他の戦略能力に関する戦
略、政策、計画をめぐる見解を伝える場やメカニズムを提供
することにある。このような対話のめざすところは、信頼性
と透明性の向上、不信の低減にある。2010「弾道ミサイル
防衛見直し」（MDR）報告が述べるように、「本政権にとって、
米中関係における戦略的安定性を維持することは、他の主要
国との戦略的安定性を維持することと同等に重要である」。

将来における核削減
　大統領は、核兵器のさらなる削減の検討に向けて、新
START後の軍備管理目標に関する見直しを命じた。新START
のレベルを超えて米国が将来的な核戦力の削減を行う上で
は、いくつかの要素がその規模や速度に影響を与える。

　第1に、いかなる将来的な核削減も、地域の潜在的な敵へ
の抑止、ロシアや中国との戦略的安定性、米国の同盟国及び
パートナーへの安心の提供を強化し続けるものでなければ
ならない。これには、抑止に求められる能力に関する最新の
評価、米国ならびに同盟国、パートナーにおける非核能力の
さらなる強化、戦略及び非戦略兵器の焦点を絞った削減、そ
して同盟国及びパートナーとの緊密な協議が必要である。米
国は、いかなる潜在的な敵対者が計算したとしても、米国、あ
るいは同盟国及びパートナーに対する攻撃から期待される
利益より、米国からの報復による耐え難いコストの方がはる
かに勝るとの結論に達せしめるような能力を引き続き確保
する。
　第2に、備蓄核兵器維持プログラムの遂行ならびにNPRの
勧告する核兵器インフラへの投資は、技術的あるいは地政学
的突発事態に備えるために大量の非配備弾頭を維持すると
いう米政策の転換をもたらし、備蓄核兵器の大幅な削減を可

能にする。これらの投資は新START及びその後において、抑
止を維持しつつ核兵器削減を促進する上で不可欠なもので
ある。

　第3に、ロシアの核戦力は、米国が自国の核戦力削減の幅及
び速度を決定する上で引き続き重要な要素である。両国関係
の改善を背景に、2国間における厳密な数字上の均衡の必要
性は冷戦時代のように絶対的なものではない。しかし、核能
力における大きな不均衡は、双方にとって、また、合衆国の同
盟国及びパートナーとの間において懸念を生じさせるもの
であり、安定的かつ長期的な戦略関係の維持に貢献するもの
とはならないであろう。したがって、我々は合衆国がより低
いレベルに移行する際には、ロシアも我々に同調することを
重要視するであろう。

　NPRの主要な勧告には以下が含まれる：

● 新STARTが予定しているレベル以下に将来的な核削減
目標を定めるための、継続的な分析を実施するべきであ
る。同時に、地域における潜在的な敵に対する抑止、ロシ
アと中国に対する戦略的安定性、我々の同盟国及びパー
トナーへの保証を強化してゆくべきである。

● ロシアとの間で新START後の交渉を行う際には、双方の
側の非配備核兵器とならんで非戦略核兵器の問題を取
り上げるべきである。

● 米核戦力の削減は、我々の同盟国及びパートナーへの安
全の安全の保証における信頼性と有効性を維持する形
で実施するべきである。米国は、新START後の交渉に向
けたアプローチを確立するにあたって、同盟国及びパー
トナーと協議してゆくべきである。

地域的抑止を強化し、
同盟国・パートナーに安全を再確認する

　合衆国は、2国間及び地域的な安全保障関係を強化してゆ
くとともに、これらの関係を21世紀型の挑戦に適合させるべ
く同盟国及びパートナーと協力しあうことを全面的に公約
する。このような安全保障関係は潜在的脅威を抑止する上で
不可欠であり、また、それら脅威に隣接する諸国に対して、核
兵器を求めることが自国の軍事的あるいは政治的利益を損
なうものにしかならないこと知らしめ、また、合衆国の非核
の同盟国及びパートナーに対しては自らが核抑止能力を持
たずとも安全保障上の利益を確保できるとの保証を提供す
ることによって、我々の不拡散上の目標にも寄与する。

　米国の核兵器は、核兵器を保有し、あるいは保有を追求し
ている地域国家による核攻撃あるいは核を背景とした脅し
に対する拡大抑止を同盟国及びパートナーに提供する上で
重要な役割を担ってきた。信頼性のある合衆国の「核の傘」
は、「三本柱」の戦略軍、重要地域に前方配備された非戦略核
兵器、そして地域的紛争に応じて即時に前方配備可能な米国
内の核兵器といった手段の組み合わせによって提供されて
きた。

　欧州においては、冷戦終結後、前方配備された米国の核兵
器は劇的に削減された。しかし少数の核兵器が引き続き残さ
れている。NATO加盟国に対する核攻撃の危険性はかつてな
く低下した。しかし、合衆国の核兵器の存在は、NATOの非核
加盟国が核計画に参加し、核兵器運搬能力を持つ特殊仕様の
航空機を保有するというNATO特有の核分担（ニュークリア・
シェアリング）取極めとの組み合わされることによって同盟
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国間の結束を強化するとともに、地域的脅威を感じている同
盟国及びパートナーに対し安心を提供するものとなってい
る。NATO加盟国を防衛する上での核兵器の役割は、NATO
の「戦略概念」見直しとの関係で本年議論されることになる。
NATOの核態勢におけるいかなる変更も、加盟国間での徹底
した再検討と決定を経てなされるべきである。

　アジア及び中東――これらの地域にはNATOに類似した多
国間の同盟構造は存在しない――については米国は二国間
同盟及び安全保障関係を通じて、また、前方配備の軍事的プ
レセンスと安全の保証を通じて拡大抑止を維持してきた。冷
戦が終焉を迎えたとき、米国は、海軍の洋上艦や一般目的用
の潜水艦からの核兵器撤去を含め、太平洋地域に前方配備さ
れた核兵器を撤退させた。以来、合衆国は、危機への対処は中
央の戦略戦力及び東アジアへの核システムの再配備能力に
依存してきた。

　核兵器は同盟国及びパートナーに対する合衆国による安
全の保証の重要な構成要素であることが示されてきた一方
で、米国は、通常戦力のプレセンス及び効果的な戦域弾道
ミサイル防衛を含む、地域的な安全保障構造（アーキテク
チャー）の強化をめざし、非核要素への依存を高めてきた。核
兵器の役割が米国の国家安全保障戦略の中で縮小されるに
したがい、これら非核要素は抑止の分担においていっそう大
きな位置を占めるようになろう。さらに、効果的な地域的抑
止にとっては、非核戦力による抑止にとどまらず、非軍事的
抑止、すなわち米国とその同盟国、パートナーとの間での強
固で信頼性のある政治的関係の構築が欠くべからざる要素
である。

非戦略核兵器
　冷戦終結後、米国は非戦略（または「戦術」）核兵器を劇的に
削減してきた。今日では、世界中の同盟国及びパートナーに
対する拡大抑止の一環として、限定された数の核兵器が欧州
に前方配備されているのと、海外配備が可能な少数の核兵器
が米国内で保管されているのみである。ロシアははるかに多
くの非戦略核戦力を維持しており、そのうち相当数はいくつ
かのNATO加盟国の領土近くに配備されている。

　NPRは、米国のとるべき行動について以下のとおり結論づ
けた：

● 戦術戦闘爆撃機ならびに重爆撃機に搭載された前方配
備の米核兵器の能力を維持するとともに、安全、保安、使
用管理の改善などを伴ったB－61核弾頭の全面的寿命延
長を進める。

● 海洋発射核巡航ミサイル（TLAM－N）を退役させる。
● 米国の前方軍事プレセンスを補完し、地域的抑止を強化

する長距離攻撃能力の維持と開発を継続する。
● 米国の拡大抑止の信頼性及び有効性を確保する方策に

ついて、同盟国及びパートナーとの協議を継続し、適当
な場合には拡大する。米国の拡大抑止におけるいかなる
変更も同盟国及びパートナーとの緊密な協議なしには
行われない。

安全、安心、かつ効果的な保有核兵器を維持する

　合衆国は安全、安心、かつ効果的な保有核兵器を維持する
ことを誓約する。1992年に核実験を中止して以降、我々は、
弾頭をほぼ当初の設計仕様になるよう改修することによっ
て弾頭の寿命を延長する備蓄兵器維持プログラムを通じて、

核弾頭を維持し安全性と信頼性を認証してきた。30年後を
見通して、NPRは、議会が命じた備蓄兵器管理プログラムな
らびに合衆国の不拡散目的に合致した形で既存の核弾頭の
寿命を延長させるための最善の方策を検討し、次のような結
論に達した：

● 合衆国は核実験を実施せず、包括的核実験禁止条約の批
准と発効を遂行する。

● 米国は新型核弾頭を開発しない。寿命延長計画（LEP）
は、これまでに実験された設計に基づく核部品のみを使
用し、新たな軍事的任務を支援したり新たな能力を準備
したりしない。

● 合衆国は、核弾頭の安全性、保安、信頼性を個別事例ごと
に、議会が命じた備蓄管理プログラムに合致した形で確
保するための選択肢について研究する。LEPにおいて
は全ての範囲のアプローチを考慮する。すなわち、既存
の弾頭の改修、別の弾頭の核部品の再利用、及び核部品
の交換、である。

● 核弾頭のLEPを工学的開発へと進行させるいかなる決
定においても、合衆国が最優先で選択するのは改修ある
いは再利用である。核部品の交換は備蓄兵器管理プログ
ラムの重要目標がその他の手段では達成できない場合
においてのみ、そして大統領による具体的な認可ならび
に議会の承認が得られた場合にのみ実施される。

　これらの結論に沿って、NPRは次の通り勧告する：

● 現在進行中の潜水艦発射弾頭W－76のLEP、ならびにB－
61爆弾のLEPに関する研究及びそれに続く活動には満
額の資金が提供されるべきである。

● ICBM用弾頭W－78のLEPに関する選択肢についての研
究を開始するべきである。研究には、当該LEPの結果作
られた弾頭をSLBMで使用することによって、弾頭の種
類を減らす可能性の検討も含まれる。

　安全、安心で、かつ効果的でありつづけるために、合衆国の
備蓄核兵器は、国家安全保障に関する諸研究所と支援施設の
複合体で構成される近代的な物的インフラや、核抑止維持に
求められる専門的能力を持つ優秀な労働力に支えられなけ
ればならない。

　人的資源もまた懸案である。国家安全保障に関する諸研究
所では、次世代の、最も将来有望な科学者やエンジニアを引
きつけ、確保することがますます困難になっている。備蓄兵
器管理に関する明確な長期計画や、拡散及び核テロリズムの
防止に関する政権の誓約は、挑戦的で有意義な研究開発活動
に従事する機会を与えることによって、明日を担う科学者や
エンジニアの獲得と確保を強化することに繋がる。

　NPRは以下の結論に達した：

● 備蓄兵器維持にとって極めて重要であり、不拡散をめざ
す上での見識を提供する、科学、技術及び工学の基盤を
強化する必要がある。

● 核兵器複合施設及び要員に対する投資の増額は、我々の
保有核兵器の長期的な安全、保安と有効性を確保するた
めに必須である。新たな施設は、国家核安全保障管理局
が開発中の備蓄核兵器の維持及び管理計画の要求を支
援できるよう規模を定めることになる。

● 建設後50年を経過した施設を更新するロスアラモス国
立研究所における化学冶金研究施設更新計画およびテ
ネシー州オークリッジのY－12プラントにおける新た

米NPR2010（要約）



2010年4月15日　第349－50号　核兵器・核実験モニター １９９６年４月２３日第三種郵便物認可　毎月２回１日、１５日発行8

【資料】
列国議会に宛てた
潘基文国連事務総長の書簡
（非公式日本語訳）

2010年2月24日

…閣下

　私たちは今、核兵器のない世界を通じた
国際の安全の達成に向け、貴重な分岐点に
立っています。ここ数年にわたり、この目
標に向けた気運が醸成されてきました。そ
の少なくない部分が市民社会と国会議員
のたゆまぬ努力によるものでした。

　私自身も平和と軍縮の課題の再活性化
に努めてきました。2008年10月、私は核
軍縮のための5項目を提案しました。私の
イニシアティブに与えられた支持はとて
も勇気付けられるものでした。とりわけ、
2009年4月の列国議会同盟（IPU）が、各国
議会が自国政府にこの提案を支持するよ
う指示したことを、私は歓迎しました。こ
れに関連した努力、ならびに核兵器禁止条
約への支持獲得に向けた活動を行ってい
る核軍縮・不拡散議員連盟（PNND）に心よ
り敬意を表します。

　2008年以来、私たちは前進を勝ちとっ
てきました。ロシアとアメリカは両国が保

有する戦略核兵器のさらなる削減につい
て交渉しています。国連安全保障理事会は
核軍縮と不拡散に関する歴史的な首脳会
議を開催しました。アフリカと中央アジア
においては非核兵器地帯を設立する条約
が発効しました。世界的な核軍縮を求める
声が至る所から沸き起こっており、グロー
バル・ゼロの目標を達成するための実際的
な提案を含む詳細な計画が提案されてい
ます。

　2010年の核不拡散条約（NPT）再検討会
議を前にして、こうした気運を維持するた
めに、私は「核軍縮と不拡散に関する行動
計画」を提案しました。私の提案は、一つの
基本原則――すなわち、核軍縮と核不拡散
は相互に強化し合う不可分のものである、
という基本原則に基づくものです。行動計
画においては、私は市民社会および国会議
員のより深い関与を促す方法を探求する
ことを約束しました。

　国会議員と議会は、軍縮および不拡散の
努力が成功するために極めて重要な役割
を担っています。議会は諸条約やグローバ
ルな合意の履行を支援し、法の支配に寄与
し、誓約の遵守を促進します。また、透明性
や説明責任を向上させる法律を採択する
ことで、議会は信頼を醸成し、検証を促進
し、軍縮をいっそう進めることにつながる
条件を創り出します。

　国際社会がかつてない世界的試練に直
面しているいま、国会議員は、ヒューマン・
ニーズに向けられるべき貴重な資源を減
らせないで、持続可能な地球規模の安全保
障を確実なものとするのに指導的役割を
担うことができます。議会が各国の財政上
の優先順位をつける役割を担うわけです
から、平和や協調的安全保障の追求にいか
ほど投資をするかを議会が決定すること
ができます。議会は、こうした目的に必要
であり、かつ実際的な方法の開発を支援す
る制度的基盤を確立することができます。

　以上のことから、私はこの機会をとらえ
て、核兵器のない世界を達成する努力に、
すべての国会議員の参加を促したいと思
います。とりわけ、平和と軍縮に対する支
持を拡大し、軍縮および不拡散に関する条
約を発効させ、核軍縮の目標を達成し維持
するために必要な立法議案について今す
ぐ作業に着手することを、私は議員の皆さ
んに要請します。

　世界的な核軍縮および不拡散の前進に
向けて、皆様と同で働く機会があることを
心待ちにしています。

　心を込めて、

　　　　　　　　　　潘基文

 国連事務総長が書簡
 すべての議会、国会議員核軍縮努力を呼びかけ
　「核兵器のない世界を達成する努力に、すべての国会議員の参加を」――5月の核不拡散条約（NPT）再検討会
議を目前に控えた今、列国議会と国会議員のより積極的な核軍縮努力への関与を促すべく、国連の潘基文（パン・
ギムン）事務総長が書簡を送付した。下に全訳を掲載する。
　2月24日付の書簡は、事務総長室によって英語、フランス語、スペイン語に訳され、すべての議会に郵送された。
また、核軍縮、不拡散に関心を持つ国会議員の国際ネットワーク「核軍縮・不拡散議員連盟（PNND）」の協力を得
て、ドイツ語、ロシア語、日本語、韓国語、ポルトガル語、アラビア語の非公式訳が作成され、世界75か国、700人以
上のPNND参加議員に公知された。各国語の声明はPNNDのホームページ（www.pnnd.org）で読むことができる。

なウラニウム処理施設の拡充のための資金の増額が必
要である。

未来を見据える：核兵器のない世界に向けて

　2010「核態勢の見直し」の勧告を遂行することにより、合
衆国、同盟国、及びパートナーの安全保障は強化され、大統領
の示した核兵器のない世界というビジョンに向けた大きな
一歩がもたらされるであろう。

　国際的な不安定や安全の欠如を拡大させるというリスク
を犯すことなく、究極的に米国や他の国々による核兵器放棄
を可能にするためには、極めて多くの条件が必要である。そ
れらの条件の中には、核兵器拡散の阻止における成功、主た
る関係国の計画や能力に関する透明性の飛躍的な向上、軍縮

義務違反の探知を可能とする検証手段及び技術、それら違反
を抑止するに十分な強さと信頼性を備えた執行手段、そして
究極的には対立する国家を核兵器の取得や維持へと導くよ
うな地域的紛争の解決が含まれる。これらの条件が現在にお
いて存在しないのは明らかである。

　しかし我々は、これらの条件を創出するために積極的に行
動することができるし、しなければならない。我々は2010年
NPRに示された実際的措置を実行することができる。これら
実際的措置は世界におけるあらゆる核兵器の廃絶という究
極的目標へと我々を導くのみならず、それ自身によって、グ
ローバルな核不拡散レジームを再活性化させ、テロ集団によ
る核兵器ならびに核物質取得に対してより高い防壁を築き、
米国と国際の安全保障を強化する。（訳：ピースデポ）
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【連載】いま語る―29	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 　【連載】いま語る―31　

　被爆後しばらくの記憶は断片的です。目が腫れて開かず、
あまりのことで痛みも感じませんでした。私はぞろぞろと
歩く人々の後を付いて行き、段原国民学校（現在の段原小学
校：広島市南区）までたどり着き、木の下に倒れ込み、そこで
気を失いました。次に私の意識が戻ったのは、千田町の自宅
でした。顔が全部真っ黒に焼けただれ、前も後もわからない
状態だったそうです。まず父が、ちりちりに焼けていた髪を
切り、顔の皮膚を剥いだところ、その下は膿で真っ黄色だっ
たそうです。母は、「はよう口を開けなくちゃ」と必死になっ
て、布に食用油を塗り、膿を取りました。8月のものすごい暑
い中、それが5日間続いたのです。
　母はこの話を被爆後何年も経ってから、私が何度も訊く
ので、ようやく話してくれました。当時私は泣きわめく力さ
えなく、いつ死ぬのかと、とても不安だったとのことです。
だいぶ良くなってから、皮膚にひっついたガーゼを剥ぐ時
に痛かった記憶はありますが、それまでは痛みもまるで感
じないような状態が続きました。私が今生きているという
ことは、今後大変な世の中になるから、その時のために生き
ろと神様が生かしたのかなと思います。
　みんな、核の恐ろしさを頭ではわかっていても、心まで理
解できている人はどれだけいるのかと考えます。心に応え
ていたら、平和運動などにも一生懸命になりますよね。私が
いつも話すのは、「命の大切さ」についてです。自分の身内が
戦争に行って犬死にすることを考えると、本当に命がもっ
たいない。「何十万人亡くなった」という数字は大事だけれ
ど、数字だけでは私も忘れてしまうと思います。「一人の命
が大事」という思いが強いです。一人ひとりを動かすという
力は大切なのです。あるアメリカの人とお話をした時のこ
とですが、彼には13歳の娘がいるということで、「私は同い
年の時に被爆したんだ」と話したら、彼は震え出し、涙を流
し出しました。自分の娘のことを思っての反応です。みんな
がそういう風に感じてくれれば、良い方向に変わっていく
と思います。

　私の経験は、大変でなかったと言えば嘘になるけれど、あ
のとき両親は、大火傷を負った私を治療しながら、毎日いつ
死ぬかもわからず、治った後も元には戻らない状況で、その
心の痛さは私どころではないと思います。私は若い人たち
に「あなたがお父さん、お母さんになったときに、自分の娘
がそんな状態になったらどうする？」という風に話します。
被爆証言はたくさんの方がされているし、本もたくさんあ
ります。だから私は、私がどういう感じで命の大切さを考え
ているかということを話します。難しいことを話すよりも、
気持ちで伝える方が届くと思うからです。
　アメリカの学校で話をすると、よくその後に手紙が届き
ます。その中には、私の話を聞いて、原爆・核兵器への考え方
を変えた人や、「高校を出たら軍隊に入ろうと思っていたけ
どやめた」という反応がかなりあります。「家に帰ってお母
さんに話をしたら涙を流した」なども。そういう知らせを知
ると、やっぱり嬉しいですよね。アメリカの高校には米軍の
リクルーターが入ってきて、子どもたちを軍隊に囲い込も
うとするのですが、私は、「戦争というのは、いくら大義があ
ろうが人殺しをすることには変わらず、あなたたちがもし
軍隊に入って戦争に行ったら、罪人になるんだよ。それだけ
じゃない、殺されるんだよ」と話をします。私にも息子がい
ますが、その子が生まれた時に、「この子は絶対に戦争には
行かせない。この子は戦争にいって人殺しをするため、また
殺されるために生まれてきたんじゃない」と思いました。息
子には、「例えば、もし赤紙のようなものが来たとしたら、私
が先に行くよ」と言いました。自分が殺されるのなら、それ
でもいいという気持ちです。世の中の親はみんなそう思う
はずです。
　最近は、大学で話をする機会が多くあります。広島市が
行っている全米各地での原爆展に私も行って、様々な州で
学生さんに話をしてきました。みなさん、とても真摯に受け
止めてくださり、私もとても良いフィードバックをもらっ
ています。私が行く所は、事前学習をしっかりしていること
もあり、行くとすでに受け入れ態勢ができていることが多
いのですが、私は、核兵器の問題に関心がなく、賛成・反対ど
ちらでもない、道端を歩いているような人たちにも話を聞
いてもらいたい、動いてもらいたいと思います。
　この4月からはピースボートに乗船し、5月のNPT再検討
会議は、キャサリン・サリバンさんのお宅にステイして、1か
月間、現地の学校をはじめ、様々な場所で被爆証言をしてき
ます。世の中には世界平和がいい、世のため人のためになり
たい、と思っている人はたくさんいると思います。
　オバマさんの「核兵器のない世界」は、彼が本気で思って
いるから言われたのだと思いますが、これがオバマさん一
人だったら、やっぱり消えていくと思います。目的を果たせ
るよう、私たちみんなが支えなくてはいけません。私は学校
に行ったときにもいつも言います。誰だって一人の力では
できない。私たちがやらなくちゃいけない。私もそのために
も頑張ります。 　　　　　   （談。まとめ、写真：塚田晋一郎）

ささもり・しげこ
1945年8月6日、広島で被爆。55年、ノーマン・カズンズ氏と出会
い、ケロイド治療のため渡米（いわゆる「原爆乙女」の1人）。58年、
カズンズ氏の精神養子に。ロサンゼルス近郊在住。米国を中心に
証言活動に取り組む。07年、映画『ヒロシマナガサキ』に出演。

在米被爆者

笹森  恵子さん
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5月15日発行！
 イアブック 「核軍縮・平和2009－10」
　　　　　　　　　　　　　　　　―市民と自治体のために―
　   監修：梅林宏道／発行：NPO法人ピースデポ／発売元：高文研
　  A5版、320頁　 会員価格1500円／一般価格1800円（＋送料）
　

ピースデポの会員になって下さい。
会費には、『モニター』の購読料が含まれています。会員には、会の情報を伝える『会報』が郵送されるほか、書籍購入、情報等の利用の際に優
遇されます。『モニター』は、紙版（郵送）か電子版（メール配信）のどちらかを選択できます。料金体系は変わりません。詳しくは、ウェブサイ
トの入会案内のページをご覧ください。（会員種別、会費等については、お気軽にお問い合わせ下さい。）

ピースデポ電子メールアドレス: 事務局<office@peacedepot.org>、梅林宏道<CXJ15621@nifty.ne.jp>、湯浅一郎<pd-yuasa@jcom.home.ne.jp>
田巻一彦<tamaki@peacedepot.org>、塚田晋一郎<tsukada@peacedepot.org>、中村桂子<nakamura@peacedepot.org>

宛名ラベルメッセージについて
●会員番号（6 桁）: 会員の方に付いています。●「（定）」:
会員以外の定期購読者の方。●「今号で誌代切れ、継続願
います。」「誌代切れ、継続願います。」: 入会または定期購
読の更新をお願いします。●メッセージなし: 贈呈いたし
ますが、入会を歓迎します。

次の人たちがこの号の発行に
参加･協力しました。
田巻一彦（ピースデポ）、塚田晋一郎（ピースデポ）、中村桂子

（ピースデポ）、湯浅一郎（ピースデポ）、朝倉真知子、サル・マ
マドゥ・ファリロ、塚田夢笙、津留佐和子、中村和子、梅林宏道

書: 秦莞二郎

日 誌
2010.3.6～4.5

作成:塚田晋一郎

今号の略語
CBW＝化学・生物兵器
IAEA＝国際原子力機関
ICBM＝大陸間弾道ミサイル
LEP＝寿命延長計画
NATO＝北大西洋条約機構
NPT＝核不拡散条約
NSA＝消極的安全保証
QDR＝（米）4年毎の国防見直し
SLBM＝潜水艦発射弾道ミサイル
SSBN＝戦略原子力潜水艦
START＝戦略兵器削減条約
WMD＝大量破壊兵器

IAEA＝国際原子力機関／MD＝ミサイル防衛／
NPT＝核不拡散条約／NYT＝ニューヨーク・タイム
ズ／START1＝第1次戦略兵器削減条約／WMD＝
大量破壊兵器

●3月9日　岡田外相、日米密約に関する外務省
調査結果と有識者委員会の検証報告書を公表。
報告書は、核持ち込みで「広義の密約」を認定。
●3月11日　シャープ在韓米軍司令官、米韓合
同軍事演習「キー・リゾルブ」（8日～）にWMD除
去専門部隊が参加していることを明らかに。
●3月17日　オバマ米大統領、イランへの積極
的な制裁を追求し、圧力をかける方針を示す。
●3月17日　シファー米国防総省副次官補、下
院公聴会で、米核抑止やMDなどについて日米
両政府が2月中旬に公式協議を始めたと証言。
●3月17日　平野官房長官、記者会見で、有事の
際の核兵器持ち込みに関し、「政府として容認
する立場にない」と述べる。
●3月17日　岡田外相、衆院外務委員会で、有事
の際の米核搭載艦船の一時寄港に関し、「その時
の政権が命運をかけて決断する」と述べる。
●3月19日　仏が英に核搭載戦略原潜の一部共
同運用を提案し、英が反対の立場を示している
ことが判明。英紙ガーディアン。
●3月19日　東郷元外務省条約局長、衆院参考
人質疑で、58点の核持ち込み密約関連文書を整
理し、一覧表と対処方針メモ計7枚を99年に谷
内元外務次官に引き継いだことを証言。
●3月19日　岡田外相、東郷元外務省条約局長
作成の核密約関連文書リストと対処方針メモ
を公表、行方不明文書を調査する考えを示す。
●3月23日　日豪政府、「実践的核軍縮及び不拡
散措置の新しいパッケージ」をNPT再検討会議
作業文書として国連事務局に提出。
●3月26日　オバマ米大統領とメドベージェ
フ・ロ大統領が電話会談。START1後継条約に最
終合意。
●3月27日　インド、核搭載可能な中距離地対
地ミサイル「プリトビ2」と同艦船発射型ミサイ
ル「ダヌーシュ」の発射実験に成功と発表。
●3月29日　岡田外相、ゲーツ米国防長官と国
防総省で会談し、普天間問題の5月末決着の方

針を改めて表明、核密約検証結果を説明。
●3月29日　IAEAとロシア、原子力発電用の核
燃料を途上国などに安定供給する「核燃料バン
ク」創設協定に調印。
●3月30日　G8外相会合（カナダ・ガティノー）、
イランへの「適切で強力な措置を取ることの必
要性」を確認し、北朝鮮に6か国協議無条件復帰
を求める議長声明を採択し、閉幕（29日～）。
●4月4日　イランのジャリリ国家安全保障最
高会議書記、イラン主催の核問題国際会議を4
月17、18日にテヘランで開催すると発表。
●4月5日　オバマ大統領、NYT紙にNPT遵守の
非核兵器国には核兵器を使用しない方針を明
らかに。イラン、北朝鮮は例外。

沖縄
●3月8日　名護市議会、普天間移設のキャン
プ・シュワブ陸上案に反対する意見書案と抗議
決議案を全会一致で可決。
●3月8日　平野官房長官、名護市議会の決議に
ついて、「決議を超えてやっていただかねばな
らない場合はある」と発言。
●3月10日　うるま市の県立中部病院の救急搬
送路に、米軍車両2台が無断侵入。敷地内のガー
ドレールや縁石などを破損。
●3月13日　政府が普天間移設案として、うるま
市勝連半島沖への空自那覇基地と米軍那覇港
湾施設の併設移転を検討していることが判明。
●3月16日　国連人種差別撤廃委員会、「沖縄に
おける不均衡な米軍基地の集中が住民の経済
的、社会的、文化的権利の享受を妨げている」と指
摘し、日本政府が適切な政策を講じるよう勧告。
●3月16日　名護市辺野古で米軍車両が軽自動
車に衝突し、2歳の子どもが車外に投げ出され
る事故。米軍車両は逃走。
●3月18日　鳩山首相、普天間移設の政府案決

核兵器廃絶のための新しい情報を得るオープンな場
アボリション・ジャパンＭＬに参加を

abolition-japan-subscribe@yahoogroups.jp にメールをお送りください。本文は必要ありま
せん。（Yahoo! グループのＭＬに移行しました。これまでと登録アドレスが異なりますの
で、ご注意ください。）

定段階で、自ら地元へ説明に入る考えを示す。
●3月19日　うるま市議会、普天間飛行場の勝
連沖移設に反対する意見書を全会一致で可決。
●3月19日　那覇地裁で、高江ヘリパッド建設
に関し、沖縄防衛局が住民2人に通行妨害禁止
を求めた訴訟の第1回口頭弁論。
●3月20日　キャンプ・ハンセン内レンジ7付近
で米軍の実弾射撃訓練による山火事が発生。
●3月26日　福島社民党党首、閣僚懇談会で、普
天間県内移設案に「社民党として受け入れられ
ない」と述べ、県外・国外移転の追求を求める。
●3月26日　北沢防衛相、県庁で仲井真知事と
会談し、普天間移設の現行案（辺野古）は、「極め
てゼロに近くなった」とし、沖縄の負担が実感
として減るような案を目指すことを表明。
●3月29日　岡田外相、カナダ・ガティノーでク
リントン米国務長官と会談。普天間移設の「現
行案の実現は困難」と伝える。
●3月30日　クリントン米国務長官、普天間移
設について「現行案が望ましいが、日本政府の
提案を考慮する用意がある」と述べる。
●3月31日　米軍、「嘉手納ラプコン」での沖縄
本島上空と周辺の航空管制業務を日本に移管。

● 特集：「核兵器のない世界」へ
　■  48のキーワード：核軍縮 / ミサイル防衛 / 米軍・自衛隊 /
     自治体とNGO  ほか
　 ■  市民と自治体にできること　 ■  42の一次資料

★詳細は同封のチラシをご覧ください。ご注文はピースデポへの電話・メール・FAXでお受けします。


